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令和３年１１月２５日 

三重県燃油価格高騰緊急対策協議会 

 

施設園芸等燃油価格高騰対策の令和３事業年度実施に係る３次公募要領（変更） 
 

１ 公募事項 

施設園芸等燃油価格高騰対策について、令和３事業年度の実施分の３次公募を以下の

とおり、開始します。 

①  本事業に取り組もうとする支援団体は、三重県燃油価格高騰緊急対策協議会業務

方法書第6条第１項の規定に基づき、三重県燃油価格高騰緊急対策協議会（以下「協

議会」という。）に省エネルギー等対策推進計画等の事業実施計画を提出してくだ

さい。 

②  支援農家は、以下のセーフティネット構築事業に取り組もうとする場合は、所属

する支援団体に省エネルギー等対策推進計画等の事業実施計画を提出してください。 
 

２ 事業の概要 

(1) 目的 

燃油は、その多くを輸入に依存しているため、為替や国際的な商品市況等の影響によ

り、価格が乱高下を繰り返しており、今後の価格見通しを立てることが困難な生産資材

である。施設園芸農家は、冬期加温に燃油を使用するため、経営費に占める燃料費の割

合が高く、燃油価格高騰の影響を特に受けやすい業種であることから、施設園芸農家が

継続して経営できる環境を整えるため、燃油価格高騰の影響を受けにくい経営への転換

を進める対策が必要であるが、特にＡ重油価格の継続的な上昇傾向を鑑みて、追加の対

策が必要となった。 

  
 

(2) 支援対象者 

農業協同組合、農事組合法人、農事組合法人以外の農業生産法人、農業協同組合の

部会や出荷団体など県内の農業者グループ（3戸以上）又は農業従事者グループ（5

名以上） 

 （代表者、規約が定められていれば任意の組織でも可） 

 

(3) 事業内容 

施設園芸セーフティネット構築事業（協会実施要領第２章第２節に規定するもの） 

 農業者と国の拠出により資金を造成し、施設園芸用の燃油価格が一定基準以上に上昇

した場合に補填金を交付するセーフティネットの構築を支援する。 

    

① 新規支援対象者及び既存の支援対象者のうち新たに参加する構成員 

  施設園芸に供するＡ重油及び灯油を対象とし、１月から６月までの間から、月を単 

位として１月又は連続する２月以上の期間を対象期間として選択することができる。 
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３． 事業実施の手続等について 

(1) 公募期間 

公募期間は、令和３年１１月１日（月）から令和３年１２月６日（月）までとします。 
 

(2) 提出書類等について 

支援対象者は、三重県施設園芸等燃油価格高騰緊急対策業務方法書に定める以下

の書類のうち、①～⑤を県協議会に提出してください。 

※県協議会で内容を審査し、募集要件を満たしているものを受け付けた後、一般

社団法人日本施設園芸協会へ一括送付します。 

 

 ①別紙様式第１号  事業実施計画及び省エネルギー等対策推進計画の承認申請 

  （別紙１）施設園芸等燃油価格高騰対策事業実施計画書 

  （別紙２）省エネルギー等対策推進計画 

 ②別紙様式第５号  燃油価格差補填金積立契約申込書  

③別紙様式第７号  燃油購入数量等設定申込書 

④事業参加者一覧表  

  

 以下は、参加される農業者個人で作成し、支援対象者に提出してください。 

 ⑤別紙様式第２号 省エネルギー取組計画 

 ⑥省エネ生産管理チェックシート 

  

 また、施設園芸用燃油価格差補填金積立解約の内容（別紙様式第４号）についても必

ず御了知ください｡ 
 

(3) 提出期限等 

① 提出期限：令和３年１２月６日（月）三重県燃油価格高騰緊急対策協議会必着。 

なお、郵送の場合は、令和３年１２月５日（日）の消印は有効とします。 

② 提出先及び公募に関する問合せ先 

    〒514-8570 津市広明町１３（三重県庁農林水産部農産園芸課内） 

       三重県燃油価格高騰緊急対策協議会 担当者 馬場  電話059-224-2808 
 

    なお、申請に関する問合せは、下記の機関においても対応可能です。  

桑名農政事務所   地域農政課   0594-24-7421 

四日市農林事務所  農業振興課   0593-52-0627 

津農林水産事務所  地域農政課   059-223-5102 

松阪農林事務所   農業振興課   0598-50-0564 

伊勢農林水産事務所  農業振興課   0596-27-5168 

伊賀農林事務所    農業振興課     0595-24-8141 

尾鷲農林水産事務所  地域農政課   0597-23-3498 

熊野農林事務所    地域農政課   0597-89-6120 

 

③ 提出部数           ２部（原本1部、データ1部） 
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 ④ 提出に当たっての注意事項 

ア 提出書類に使用する言語は日本語として下さい。 

イ 提出は、原本１部とデータ１部での提出とします。原本は、郵送または窓口受

付（各地域事務所での受付も可能）で提出して下さい。ファクシミリによる提

出は受け付けません。データは、電子メールで提出して下さい。 

メールアドレス：nousan@pref.mie.lg.jp 

ウ 提出書類を郵送等する場合は、簡易書留・特定記録等を利用し、配達されたこ

とが証明できる方法によって下さい。 

エ 提出書類は、返還できないので御了承ください。 

オ 提出期限までに到着しなかった提出書類は、無効とします。また、提出書類に

不備等がある場合は、審査対象とはならないので、公募要領等を熟読の上、注

意して作成してください。 

カ 応募団体の要件を有しない者が提出した事業実施計画書等は、無効です。 

キ 事業実施計画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。 

ク 補助金交付対象者の氏名又は名称は、公開する場合があります。 
 
４ 事業実施計画の審査について 

（1）承認の通知等 

   事業実施主体である一般社団法人日本施設園芸協会審査結果を踏まえ、協議会は、

支援団体に対して事業実施計画の承認の通知（不承認となった場合は不承認の旨）を

行います。なお、承認の通知は概ね１２月２０日頃を予定しています。対象期間が１

月からのため、１２月中に補助金の交付決定までの事務手続きが必要になりますので、

御留意願います。 
 
５． 補助事業者の責務等    

   補助金の交付決定を受けた者(以下「補助事業者」という。)は、事業の実施及び交

付される補助金の執行に当たっては、以下の条件を守っていただく必要があります。 

（１）事業の推進 

補助事業者は、事業実施上の運営管理、事業成果の公表等、事業の推進全般につい 

ての責任を持たなければならない。 

（２）補助金の経理管理 

補助事業者は、交付を受けた補助金の管理に当たっては、「補助金等に係る予算の 

執行の適正化に関する法律」（昭和３０年法律第１７９号）、「農林畜水産業関係補

助金等交付規則」（昭和３１年農林省令第１８号）等に基づき、適正に執行する必要

がある。 

補助事業者は、補助事業の実施に当たっては、補助事業と他の事業の経理を区分し、 

補助金の経理を明確にする必要がある。 

（４）その他 

その他国の定めるところにより義務が課されることがある。 


